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平成２６年度 第３回新居浜市地域公共交通活性化協議会 

次   第 
 

○日時  平成２７年１月２０日（火）１３：３０～ 

○場所  新居浜市役所 ３階 応接会議室  

 

 

  １．開 会 

         

２．報告事項 

  (1) デマンドタクシーの利用状況等について 

３. 協議事項      

   
  (1) 平成２６年度地域公共交通確保維持改善事業(平成２５ 

年１０月～平成２６年９月分)の事業評価(案)について 
        

４．その他     
 

   （1）各種事業について 
      
 

５．閉 会 
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   新居浜市地域公共交通活性化協議会委員名簿 

条項 役員 機関・団体 役職名 氏名 

法 
第６条
第２項
第 1号 

規約 
第５条 
第１項
第１号 

会 長 

新居浜市 

副市長 近藤 清孝 

 経済部長 寺村 伸治 

法 
第６条
第２項
第 2号 

 

規約 
第５条
第１項
第２号 

 
新居地区旅客自動車協同組
合 

代表理事 渡部 光男 

 
愛媛県ハイヤー・タクシー協
会 

専務理事 髙橋 昭雄 

 瀬戸内運輸株式会社 専務取締役 門田 正孝 

 
一般社団法人愛媛県バス協
会 

専務理事 黒河 敏則 

 四国旅客鉄道株式会社 愛媛企画部長 田中 弘典 

規約 
第５条
第１項
第３号 

 愛媛県東予地方局建設部 建設企画課長 日野  茂 

 〃   総務企画部 地域政策課長 髙石  淳 

 
国土交通省四国地方整備局 
松山河川国道事務所 副所長 黒木 賢二郎 

法 
第６条
第２項
第３号 

規約 
第５条
第１項
第４号 

 新居浜警察暑 交通課長 真鍋 公孝 

規約 
第５条
第１項
第５号 

副会長 新居浜市連合自治会 理事 星加 勝一 

 新居浜市老人クラブ連合会 副会長 明石 秀美 

 新居浜市女性連合協議会 総 務 佐伯 弘子 

規約 
第５条
第１項
第６号 

監 事 新居浜市社会福祉協議会 地域福祉課長 柿木 仁 

監 事 新居浜商工会議所 産業創出課長 矢野 英司 

 新居浜市医師会 理事 永易 大典 

 瀬戸内運輸労働組合 執行委員長 砂田 篤志 

 
国土交通省四国運輸局 
愛媛運輸支局 

首席運輸企画
専門官 
(輸送・監査部門) 

谷口政賀津 

 
首席運輸企画
専門官 
(総務企画部門) 

久保田 東宏 

 
事務局 

事務局長 新居浜市経済部運輸観光課 課長 髙橋 利光 

事業担当 新居浜市経済部運輸観光課 副課長 田口 博徳 

事業担当・出納員 新居浜市経済部運輸観光課 係長 吉岡奈津子 
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報告事項（１）    デマンドタクシーの利用状況等について 

 

○登録者数（１２月末日現在）                

 

エリア 
9 月 30日現在 新規登録 12 月 31 日現在 

世帯数(世帯) 人数（人） 世帯数(世帯) 人数（人） 世帯数(世帯) 人数（人） 

上部西エリア ４２３ ６８３ ３５ ４７ ４５８ ７３０ 

上部東エリア ３８１ ６１７ ３７ ４８ ４１８ ６６５ 

川東エリア ３７３ ６１６ ５８ ８３ ４３１ ６９９ 

計 １，１７７ １，９１６ １３０ １７８ １，３０７ ２，０９４ 

※本格運行後の新規登録者数 

 ※男女構成 男性 ７１９人（３４．３％） 女性 １，３７５人（６５．７％） 

 ※年齢構成 50代まで ２３７人（１１．３％） 60代以上 １，８５７人（８８．７％） 

 

○これまでの利用状況 

 

 平成 22年度 計（運行日数 56日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア １４２人 ８６人 １．５人 ９１台 ０．９人 

上部東エリア １７１人 ９５人 １．７人 ８７台 １．１人 

川東エリア ７６人  ４７人 ０．８人  ４５台 １．０人 

 ３８９人 ２２８人 ４．１人 ２２３台 １．０人 

 ※利用者内訳 大人 193人 障がい者 35人 利用料収入 105,250円 

 

 平成 23年度上半期(4月～9月) 計（運行日数 124日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ２６７人 ２３７人 １．９人 ２１０台 １．１人 

上部東エリア ２３１人 ２３１人 １．９人 ２１４台 １．１人 

川東エリア １０３人 １５８人 １．３人 １３８台 １．１人 

 ６０１人 ６２６人 ５．０人 ５６２台 １．１人 

 ※利用者内訳 大人 458人 障がい者 168人 利用料収入 271,000円 

 

 平成 23年度下半期(10月～3月) 計（運行日数 120日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ３２２人 ６７６人 ５．６人 ５８８台 １．１人 

上部東エリア ２６９人 ５６９人 ４．７人 ５００台 １．１人 

川東エリア １１３人 ２８８人 ２．４人 ２２７台 １．３人 

 ７０４人 １，５３３人 １２．７人 １，３１５台 １．２人 

※利用者内訳 大人 912人・大人割引者 621人・小人 0人    

割引内訳 障がい者割引 本人 504人・介護 7人    

療育割引 本人 1人    精神保健割引 本人 1人   

特定疾患割引 本人 33人・介護 12人   

運転免許自主返納者割引 63人  

利用料収入 611,250円 
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平成 24年度上半期(4月～9月) 計（運行日数 125日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ３５１人 １，０５１人 ８．４人 ７６７台 １．４人 

上部東エリア ２８２人 ６１９人 ５．０人 ４９８台 １．２人 

川東エリア １１４人 ２９０人 ２．３人 ２４８台 １．２人 

 ７４７人 １，９６０人 １５．７人 １，５１３台 １．３人 

※利用者内訳 大人 1052人・大人割引者 906人・小人 0人・無料乳幼児 2人 
割引内訳 障がい者割引 本人 608人・介護 21人 療育割引 本人 4人     

特定疾患割引 本人 23人・介護 5人   
運転免許自主返納者割引 245人 

利用料収入 752,500円 
 

平成 24年度下半期(10月～3月) 計（運行日数 120日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ３６４人 １，１９８人 １０．０人 ８１８台 １．５人 

上部東エリア ２９８人 ８４４人 ７．０人 ５８６台 １．４人 

川東エリア １１４人 ３３３人 ２．８人 ２６１台 １．３人 

 ７７６人 ２，３７５人 １９．８人 １，６６５台 １．４人 

※利用者内訳 大人 1,303人、大人割引者 1,069人 
割引内訳 障がい者割引 本人 697人･介護 29人  

療育割引 本人 13 人･介護 10 人  精神保健割引 本人 2 人  
特定疾患割引 本人 27人・介護 20人   
運転免許自主返納者割引 271人 

小人 1人、小人割引者 2人(障がい者介護) 
利用料収入 919,260円（※小人の内 2人は割引者：130円で計算） 

 
平成 25年度上半期(4月～9月) 計（運行日数 125日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ３７３人 １，４５７人 １１．７人 ８８８台 １．６人 

上部東エリア ３１３人 １，１１６人 ８．９人 ７００台 １．６人 

川東エリア １１６人 ４８１人 ３．８人 ３６０台 １．３人 

 ８０２人 ３，０５４人 ２４．４人 １，９４８台 １．６人 

※利用者内訳 大人 1,624人、大人割引者 1,430人 
割引内訳 障がい者割引 本人 1031人･介護 41人  

精神保健割引 本人 3人   
特定疾患割引 本人 39人・介護 13人   
運転免許自主返納者割引 303人 

利用料収入 1,169,500円 
 

平成 25年度下半期(10月～3月) 計（運行日数 119日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ６３１人 ２，０６６人 １７．０人 １，０３９台 ２．０人 

上部東エリア ５７６人 ２，１２０人 １７．８人 １，００１台 ２．１人 

川東エリア ５６５人 １，１６８人 ９．８人 ６６３台 １．８人 

 １，７７２人 ５，３５４人 ４５．０人 ２，７０３台 ２．０人 

※利用者内訳 大人 2,725人、大人割引者 2,629人 
割引内訳 障がい者割引 本人 1,616人･介護 160人  

特定疾患割引 本人 41人・介護 23人   
運転免許自主返納者割引 789人 

利用料収入 2,019,750円 
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平成 26年度上半期(4月～9月) 計（運行日数 125日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ６８３人 ２，４８３人 １９．９人 １，１９５台 ２．１人 

上部東エリア ６１７人 ２，４６０人 １９．７人 １，０９４台 ２．２人 

川東エリア ６１６人 １，７３８人 １３．９人 ８１０台 ２．２人 

 １，９１６人 ６，６８１人 ５３．５人 ３，０９９台 ２．２人 

※利用者内訳 大人 3,634人、大人割引者 3,047人 
割引内訳 障がい者割引 本人 1,697人･介護 167人  

特定疾患割引 本人 57人・介護 27人   
運転免許自主返納者割引 1，099人 

利用料収入 2,578,750円 
 

平成 26年度下半期(10月～12月) 計（運行日数 59日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ７３０人 １，４１１人 ２３．９人 ６２７台 ２．３人 

上部東エリア ６６５人 １，２１９人 ２０．７人 ５５２台 ２．２人 

川東エリア ６９９人   ９８３人 １６．７人 ４２２台 ２．３人 

 ２，０９４人 ３，６１３人 ６１．２人 １，６０１台 ２．３人 

※利用者内訳 大人 1,924人、大人割引者 1,687人 
割引内訳 障がい者割引 本人 949人･介護 77人  

特定疾患割引 本人 22人・介護 14人   
運転免許自主返納者割引 625人 

利用料収入 1,384,250円 
 

 

 

※月別利用者数（平成 26年 10月～平成 26年 12月） 
 

平成 26年 10月（運行日数 22日） 

エリア 登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ７１３人 ５５６人 ２５．３人 ２５０台 ２．２人 

上部東エリア ６３５人 ４２６人 １９．４人 １９１台 ２．２人 

川東エリア ６６２人 ２９１人 １３．２人 １４３台 ２．０人 

 ２，０１０人 １，２７３人 ５７．９人 ５８４台 ２．２人 

  

平成 26年 11月（運行日数 18日） 

エリア 登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ７２２人 ４００人 ２２．２人 １７５台 ２．３人 

上部東エリア ６５１人 ３９０人 ２１．７人 １７８台 ２．２人 

川東エリア ６８３人 ３４２人 １９．０人 １３７台 ２．５人 

 ２，０５６人 １，１３２人 ６２．９人 ４９０台 ２．３人 

  

平成 26年 12月（運行日数 19日） 

エリア 登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ７３０人 ４５５人 ２３．９人 ２０２台 ２．３人 

上部東エリア ６６５人 ４０３人 ２１．２人 １８３台 ２．２人 

川東エリア ６９９人 ３５０人 １８．４人 １４２台 ２．５人 

 ２，０９４人 １，２０８人 ６３．５人 ５２７台 ２．３人 

  

 

※これまでの利用状況 グラフ 別紙① 
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別添１ 

【評価項目の評価基準】 
 
④事業実施の適切性 
A：事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実施された 
B：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されていない点があった 
C：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されなかった 

 
⑤目標・効果達成状況 
A：事業が計画に位置付けられた目標を達成した（する見込み） 
B：事業が計画に位置付けられた目標を達成できていない点があった（一部達成できない見込み） 
C：事業が計画に位置付けられた目標を達成できなかった（達成できない見込み） 

 

協議事項（１）平成２６年度地域公共交通確保維持改善事業(平成２５年１０月～平成２６年９月

分)の事業評価（案）について 

 

平成　　年　　月　　日

協議会名：新居浜市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名：陸上交通に係る地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統）

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

平成25年10月から26年9
月までの一日当たりの利
用者数は、40人の目標
に対し49.3人、一台当た
りの利用者数は2人の目
標に対し2.1人、運行率
は40%の目標に対して
49.5%であり、計画に位
置付けられた目標を達成
している。

利用者数の更なる増加のた
め、積極的な広報を行うとと
もに、運行日や行き先きとし
て指定できる施設の拡大等
について検討する。

事業者名：㈲東雲タクシー
運行系統名：川東エリア

川東エリア Ａ

上部西エリア Ａ

Ａ
事業者名：㈲光タクシー
運行系統名：上部東エリア

上部東エリア
計画どおり事業は適切に
実施された。

Ａ

計画どおり事業は適切に
実施された。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通ネットワーク計画に基づく事業）

計画どおり事業は適切に
実施された。

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

事業者名：中萩タクシー㈲
運行系統名：上部西エリア

利用者数の更なる増加のた
め、積極的な広報活動を実
施するとともに、予約時間の
緩和及び利用対象地域の
拡大を行った。
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※フィーダー系統概要 別紙② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

本市は、バス交通の利用できる地域が人口ベースで５０％以下と低い割合となっており、市内の移動は自
動車交通に依存している。また、高齢化の進展により、今後、自動車利用のできない若しくはしない人が
増加し、その人たちの移動手段の確保が重要な課題となってくることが明らかであることから、バス交通
空白地域へデマンド型乗り合いタクシーを導入し、高齢社会に対応し、高齢者などの交通弱者のための市
内公共交通体系の確保を目指す。

別添１－２

事業実施と生活交通ネットワーク計画との関連について

平成　　年　　月　　日

協議会名： 新居浜市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金
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〇地域協働推進事業 

別添１ 

【評価項目の評価基準】 
② 事業実施の適切性： 

A：事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実施された 
B：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されていない点があった 
C：事業が計画に位置づけられたとおりに実施されなかった 

 

平成　　年　　月　　日

協議会名：新居浜市地域公共交通活性化協議会

①事業の結果概要
③事業の今後の改善点
（特記事項含む）

計画どおり事業は適切に実施された。

・次年度も同程度の小学校を対象として学校М

Мを実施。
・今年度実施できなかった小学校を優先し、次年
度は早い時期から実施する。
・老人クラブとの合同開催ができなかったため、
高齢者については、出前講座での開催となった。
今後は開催方法等について見直しが必要であ
る。

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（地域協働推進事業）

②事業実施の適切性

バス停への情報掲示の実施
【瀬戸内運輸㈱】 Ａ 計画どおり事業は適切に実施された。

公共交通ガイドブックの発行
【新居浜市・瀬戸内運輸㈱】
・市内公共交通の主な時刻表（バス路線・JR予
讃線・渡海船・デマンドタクシー・別子山地域バ
ス）、料金体系、バス路線図及びデマンド運行エ
リア図乗継情報等を掲載したガイドブックを作成
し、市広報誌と一緒に全戸配布。（残りの部数に
ついては、転入者、各施設等へ配布）

Ａ 計画どおり事業は適切に実施された。
・出前講座等においても、公共交通ガイドブックを
活用する。

割引体験乗車券の配布
【新居浜市・瀬戸内運輸㈱】
・バスの乗り方教室及び出前講座の受講者に対
し、市内対象路線に１乗車（往復）できる「割引体
験乗車券」を配布。
[参考]
配布枚数　274枚
児童122枚、保護者122枚、教諭等22枚、出前講
座　8枚

計画どおり事業は適切に実施された。Ａ
・割引体験乗車券の使用枚数を把握及び使用促
進を図る。

学校モビリティマネジメントの実施（バスの乗
り方教室）
【新居浜市・瀬戸内運輸㈱・地域住民】
・市内小学校16校を対象に手挙げ方式で、バス
事業者の協力を得て、運動場・体育館にてバス
の乗り方教室を実施。（本年度は2校実施）

Ａ



デマンドタクシーこれまでの利用状況（平成２３年１月～平成２６年１２月）

別紙①
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・利用対象地域の拡大 

・予約締切時刻の緩和 

・通院可能エリアの拡大 

・予約締切時刻の緩和 
 

・時刻表の変更（増便） 

・予約締切時刻の緩和 

・割引制度の充実 



※各エリア、１便当たりの最大運行台数を２台とし、１日８便運行しているので、１日の最大
の運行台数は４８台（８便×２台×３エリア）となっている。予約人数や方向等を勘案して、1
台で運行が難しい場合は２台目を出していただく方法をとっており、運行率が５０%以上であ
れば、平均して各便毎日運行していることになる。
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 新居浜市地域公共交通活性化協議会では、バスの乗降や運賃の払い方などバスを利用する際の基

本的な手順を、日頃バスに接する機会の少ない子供達に学んでもらうことにより、バスについての

理解を広げ、利用促進を図ることを目的とした「バスの乗り方教室」を、２６年度より実施してお

ります。 

 

◆平成２６年度実施状況◆ 

 新居浜市立浮島小学校 

日 時： 平成２６年１０月２４日（金） ９：３０～１０：３０ 

場 所： 新居浜市浮島小学校 運動場 

対 象： 同小学校 １・２年生 ４６名 教諭・指導員・介助員等１２名 計５８名 

主 催： 新居浜市地域公共交通活性化協議会  新居浜市  瀬戸内運輸株式会社 
  

講 師： 瀬戸内運輸株式会社 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 バスの構造のお話を聞き、車椅子での乗降デモを行いました。また、実際にバスに乗り、乗り降りの仕方や 

運賃の支払い方などを学びました。（バスに乗車後、運動場を一周しました。） 

   

 

バスの乗り方教室を開催しました！ 

 

  

 バスの乗り方教室の受講者（児童の場合はその保護

者にも）へ体験割引乗車券を配布し、バスの利用促進

を図っています。 



 

 新居浜市立新居浜小学校 

日 時： 平成２６年１２月４日（木） ９：３０～１０：３０ 

場 所： 新居浜市新居浜小学校 

対 象： 同小学校 １・２年生 ７６名 教諭等 １０名 計８６名 

主 催： 新居浜市地域公共交通活性化協議会 新居浜市 瀬戸内運輸株式会社 
  

講 師： 瀬戸内運輸株式会社 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バス停についてのお話を聞き、実際にバスに乗り、乗る際には整理券を取り、降りる際には料金箱へ整理券 

と運賃を投入する体験をしました。 

  

 

～事務局から～ 

移動に車を使うことが多い新居浜市内では、マイカーの普及などにより路線バスの利用が減少し

ており、１度も路線バスに乗車したことがない児童が増えています。 

そのため、基本的なバスの乗り方や車内でのマナーを知り公共交通に親しんでもらおうと、瀬戸

内運輸株式会社の協力のもと、バスの乗り方教室を開催しております。 

今後も新居浜市地域公共交通活性化協議会では、市内の小学校に希望を募り、バスの乗り入れ可

能な学校にて教室を開催していく予定です。 

  

  



 新居浜市地域公共交通協議会    
地域内フィーダー系統 

事業評価（平成26年度） 

新居浜市基礎データ 

新居浜市における主な公共交通概要 

新居浜市の公共交通ネットワーク図 

これまでの協議会の主な取組 

協議会の構成員 

1 

・平成15年4月に宇摩郡別子山村を編入合併 
・人口 12万1,735人（平成22年10月現在） 
・面積 234.30平方キロメートル   

 新居浜市内のバス路線は、他市からの乗り入れ路線と市内のみの路
線があり、新居浜駅と住友病院を結節点として、路線網が形成されて
いる。したがって、新居浜駅から、公共施設や病院・商業施設が集積
している中心市街地内のバス路線は便数も多く、比較的利便性が高い
が、周辺部から中心市街地に移動する場合、結節点である新居浜駅ま
でのバス路線は便利とは言えない状況となっている。さらに、バス交
通を利用できる地域は人口ベースで50％以下と低い割合となってお
り、市内の移動は自動車交通に依存している。また、高齢化の進展に
より、今後、自動車利用のできない若しくはしない人が増加し、その
人たちの移動手段の確保が重要な課題となってくることが明らかであ
ることから、周辺部のバス交通空白地域から新居浜駅までをつなぐ新
たな公共交通を導入して、高齢社会に対応し、高齢者などの交通弱者
のための市内公共交通体系を確保することを目指している。 
 そのため、平成23年1月から、デマンド型乗り合いタクシーの試験
運行を実施し、平成２６年１０月からは本格運行に移行した。 現在も、
改良・改善を加えながら運行を実施している。 

   
 
 
  

 ・交通空白地域におけるフィーダー交通の導入 
・新居浜市都市交通戦略の進捗管理 
・公共交通ガイドブックの発行 
・ММによる公共交通利用促進事業（バスの乗り方教室等） 
・割引体験乗車券の発行、配布 
・公共交通乗務員等マナー講座開催 等 
 
 

愛媛県 新居浜市 新居地区旅客自動車協同組合 愛媛県ﾊｲﾔｰ･ﾀｸｼｰ協会 
瀬戸内運輸㈱ 愛媛県バス協会 四国旅客鉄道(株) 新居浜警察署  
新居浜市連合自治会 新居浜市老人クラブ連合会 新居浜市女性連合協議会 
新居浜市社会福祉協議会 新居浜商工会議所 新居浜市医師会  
瀬戸内運輸労働組合 四国運輸局 四国地方整備局松山河川国道事務所 

  

 

凡　例

公共交通（バス）空白地域

既存バス路線

都市・副都市拠点

フェリー

交通・交流拠点

コミュニティバス等路線バス
を補完する公共交通

別紙② 

渡海船 



 新居浜市地域公共交通協議会    
地域内フィーダー系統 

事業評価（平成26年度） 

フィーダー系統図 地域の交通の目指す姿（事業実施の目的・必要性） 

定量的な目標・効果 

前年度の事業評価における課題 

協議会における検討 

利用者数の更なる増加のため、積極的な広報を行うとと
もに、利用対象地域の拡大について検討する。 

2 

別添１－２参照 

川東エリア、上部東エリア、上部西エリアの合計 
（目標） 
・一日当たりの利用者数40人、一台当たりの利用者数2人、運行  
 率40%以上を目標とする。  
（効果） 
・デマンド型乗り合いタクシーを運行することにより、バス交通  
 空白地域の解消が図られるとともに、高齢者などの交通弱者の  
 通院や買い物の移動手段を確保し、誰もが便利に使える公共交  
 通が構築される。  

  

 協議会の開催状況   （平成2５年度）４回 
・第１回（ 6月２６日）ネットワーク計画を協議 
・第２回（11月１１日） 運行の見直し検討 
・第３回（ ２月2０日）本格運行について 
・第４回（ ３月2８日）連携計画変更承認及び本格運行について 
            （平成2６年度）４回開催予定 
・第１回（ 6月２３日）ネットワーク計画を協議 
・第２回（  ８月２５日）本格運行について・愛称選定 
・第３回（  １月2０日） ２６年度補助事業に係る事業評価協議予定 
・第４回（  ３月  日） ２７年度運行計画・全体計画協議予定 
  



 新居浜市地域公共交通協議会    
地域内フィーダー系統 

事業評価（平成26年度） 

 
事業実施の適切性 

 

 
「定量的な目標・効果」の達成状況 

 

自己評価から得られた課題と今後の対応 

自己評価 

「定量的な目標・効果」達成のための取組 

3 

・平成２５年１０月に予約時間の緩和及び利用対象地域の拡大を行った。 
・平成２６年１月、平成２５年１２月末現在の登録世帯９９０世帯及び２０歳以上の市民２，０００人（無作為抽出）を対象と
したアンケートを行い、意見を反映。 
 

・川東エリア、上部東エリア、上部西エリアともに、デマンド型乗り合いタクシーの運行により、高齢者などの交通弱者の通院
や買い物の移動手段が確保されており、生活交通ネットワーク計画に基づく事が、適切に実施された。 
 

  ・平成2５年10月から2６年９月までの一日当たりの利用者数は、４０人の目標に対し４9.3人、一台当たりの利用者数は2人  
  の目標に対し2.１人、運行率は40%の目標に対して49.5%であり、計画に位置付けられた目標を達成している。  
 （川東エリア、 上部東エリア、上部西エリアの合計） 
   したがって、デマンド型乗り合いタクシーの運行により、バス交通空白地域の解消が図られるとともに、高齢者などの交通弱 
  者の通院や買い物の移動手段が確保されている。      

・利用者数の更なる増加のため、積極的な広報を行うとともに、運行日や行き先きとして指定できる施設の拡大等について検討する。 
  積極的に出前講座等を実施する。 
  市広報誌等において繰り返し広報を行う。 
  ２５年度アンケート調査結果で要望の多かった事項について検討を行う。 
 

 


